
第２号議案

校長及び教員の採用手続に関する規則の一部改正について

校長及び教員の採用手続に関する規則（昭和３１年宮城県教育委員会規則第９

号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年３月２５日提出

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代

第２号議案 
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校

長

及

び

教

員

の

採

用

手

続

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則 

 
校

長

及

び

教

員

の

採

用

手

続

に

関

す

る

規

則
（

昭

和

三

十

一

年

宮

城

県

教

育

委

員

会

規

則

第

九

号

）
の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。 

 

様

式

第

一

号

中 

「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

「 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に

改

め

る

。 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 

附 

則 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

三

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。 

宮
城
県
公
立
学
校
校
長
・
副
校
長
・
教
頭
・
主
幹
教
諭
採
用
願
書

 

宮
城
県
公
立
学
校
校
長
・
副
校
長
・
教
頭
・
主
幹
教
諭
採
用
願
書

 

職
員
番
号
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校
長
及
び
教
員
の
採
用
手
続
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
一
年
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号
）
新
旧
対
照
表 

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で
（
略
） 

                    

以
下
略 

改 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 

案 

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で
（
略
） 

                    

以
下
略 

現 
 
 
 
 
 
 
 

行 

職
員
番
号
を
追
加 

備 
 

考 
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校長及び教員の採用手続に関する規則の一部改正の概要

１ 改正理由

管理職選考の事務手続を正確かつ迅速に行うため。

２ 改正内容

様式第１号（宮城県公立学校校長・副校長・教頭・主幹教諭採用願書）

に職員番号の記入欄を新たに加えるもの。

３ 施行期日

令和３年４月１日
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第３号議案 

 

教育職員の免許状の有効期間の更新等に関する規則の一部改正について 

 

 

 教育職員の免許状の有効期間の更新等に関する規則（平成２１年宮城県教育委員

会規則第７号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  令和３年３月２５日提出 

 

 

             宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代     

第３号議案 
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教
育
職
員
の
免
許
状
の
有
効
期
間
の
更
新
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

教
育
職
員
の
免
許
状
の
有
効
期
間
の
更
新
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
一
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
七
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
第
一
項
中
「
任
命
さ
れ
た
者
」
を
「
任
命
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
者
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。 

一 

教
育
長
の
職
又
は
職
制
上
こ
れ
を
直
接
補
佐
す
る
職
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
職
に
あ
る
者 

附 
 

則 

 
 

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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教
育
職
員
の
免
許
状
の
有
効
期
間
の
更
新
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
一
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
七
号
）
新
旧
対
照
表 

改 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 

後 

現 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行 

備 
 

考 

  

第
一
条
（
略
） 

 
 

（
免
許
状
更
新
講
習
を
受
講
で
き
る
者
） 

 

第
二
条 

免
許
状
更
新
講
習
規
則
（
平
成
二
十
年
文
部
科
学
省
令
第
十
号
。
以

下
「
更
新
講
習
規
則
」
と
い
う
。
）
第
九
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
免

許
管
理
者
が
定
め
る
者
は
、
宮
城
県
内
の
公
立
学
校
の
教
育
職
員
（
法
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
育
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
し
て
任
命
さ

れ
た
こ
と
の
あ
る
者
の
う
ち
、
宮
城
県
内
の
教
育
委
員
会
の
職
員
と
な
っ
て

い
る
も
の
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

 
 

一 

教
育
長
の
職
又
は
職
制
上
こ
れ
を
直
接
補
佐
す
る
職
そ
の
他
こ
れ
に
準

ず
る
職
に
あ
る
者 

 
 

二
～
五 

（
略
） 

 

２
（
略
） 

 

第
三
条
～
第
十
一
条
（
略
） 

 

  

第
一
条
（
略
） 

 
 

（
免
許
状
更
新
講
習
を
受
講
で
き
る
者
） 

 

第
二
条 

免
許
状
更
新
講
習
規
則
（
平
成
二
十
年
文
部
科
学
省
令
第
十
号
。
以

下
「
更
新
講
習
規
則
」
と
い
う
。
）
第
九
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
免

許
管
理
者
が
定
め
る
者
は
、
宮
城
県
内
の
公
立
学
校
の
教
育
職
員
（
法
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
育
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
し
て
任
命
さ

れ
た
者
の
う
ち
、
宮
城
県
内
の
教
育
委
員
会
の
職
員
と
な
っ
て
い
る
も
の
で

あ
っ
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

 
 

一 

教
育
長
又
は
教
育
次
長
の
職
に
あ
る
者 

 
 

二
～
五 

（
略
） 

 

２
（
略
） 

 

第
三
条
～
第
十
一
条
（
略
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

表
現
の
適
正
化
を

行
う
も
の
。 

 

職
名
変
更
に
よ
る

も
の
。 
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教育職員の免許状の有効期間の更新等に関する規則の一部改正の概要 

 

 

１ 改正理由 
 
  宮城県教育委員会行政組織規則（昭和４１年宮城県教育委員会規則第４号）が令和３

年４月１日に改正され，職制が変更されることに伴い改正するもの。 

 

 

２ 改正内容 
 
  第２条第１項項第１号の「教育次長の職にある者」を「職制上これを直接補佐する職

その他これに準ずる職にある者」に改めるもの。併せて同条第１項の「任命された者」

を「任命されたことのある者」に改め，表現の適正化を行うもの。 

 

 

３ 施行期日 
 
 令和３年４月１日 
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第４号議案

宮城県教育委員会に属する単純労務職員の給与に関する規則の一部

改正について

宮城県教育委員会に属する単純労務職員の給与に関する規則（昭和３２年宮城

県教育委員会規則第１１号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年３月２５日提出

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代

第４号議案 
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
単
純
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
単
純
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則

第
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
二
項
中
「
別
表
」
を
「
別
表
第
一
」
に
改
め
る
。

第
三
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
初
任
給
の
決
定
の
特
例
）

第
三
条
の
二

新
た
に
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
の
う
ち
宮
城
丸
に
乗
り
組
む
者
（
以
下
「
船
員
」
と
い
う
。
）

の
号
俸
は
、
別
表
第
二
に
よ
り
決
定
す
る
。

（
給
料
の
調
整
額
）

第
三
条
の
三

給
料
の
調
整
を
行
う
職
は
、
船
員
の
職
と
す
る
。

２

給
料
の
調
整
額
は
、
船
員
の
職
務
の
級
に
応
じ
て
規
程
別
表
第
五
の
二
に
掲
げ
る
調
整
基
本
額
（
そ
の
額
が
給
料

月
額
の
百
分
の
四
・
五
を
超
え
る
と
き
は
、
給
料
月
額
の
百
分
の
四
・
五
に
相
当
す
る
額
と
し
、
そ
の
額
に
一
円
未

満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
と
す
る
。
）
に
一
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
（
そ
の
額
が
給

料
月
額
の
百
分
の
二
十
五
を
超
え
る
と
き
は
、
給
料
月
額
の
百
分
の
二
十
五
に
相
当
す
る
額
）
と
す
る
。

別
表
を
別
表
第
一
と
し
、
同
表
の
次
に
次
の
一
表
を
加
え
る
。

別
表
第
二
（
第
三
条
の
二
関
係
）

学

歴

初

任

給

高
校
卒

一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で
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中
学
卒

一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で

備
考

初
任
給
は
、
他
の
職
員
と
の
均
衡
を
考
慮
し
て
本
表
の
号
俸
の
範
囲
内
で
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ

し
、
そ
の
号
俸
に
よ
る
こ
と
が
著
し
く
不
適
当
と
認
め
ら
れ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改

正
後
の
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
単
純
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
（
以
下
「
改
正
後
規
則
」
と
い
う
。

）
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で

」
と
あ
る
の
は
「
一
級
二
十
五
号
俸
か
ら
二
級
二
十
八
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま

で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
九
号
俸
か
ら
二
級
十
二
号
俸
ま
で
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
二
十

七
号
俸
か
ら
二
級
三
十
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十
一

号
俸
か
ら
二
級
十
四
号
俸
ま
で
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

４

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
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に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
二
十

九
号
俸
か
ら
二
級
三
十
二
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十

三
号
俸
か
ら
二
級
十
六
号
俸
ま
で
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

５

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
三
十

一
号
俸
か
ら
二
級
三
十
四
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十

五
号
俸
か
ら
二
級
十
八
号
俸
ま
で
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
単
純
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
一
号
）
新
旧
対
照
表

改

正

後

改

正

前

備
考

第
一
条

略

第
一
条

略

（
給
料
表
）

第
二
条

略

第
二
条

略

２

職
員
の
職
務
は
、
給
料
表
に
定
め
る
職
務
の
級
に
分
類
す
る
も
の
と
し
、
２

職
員
の
職
務
は
、
給
料
表
に
定
め
る
職
務
の
級
に
分
類
す
る
も
の
と
し
、

規

則

中

に

表

を

設

け

る

こ

そ
の
分
類
の
基
準
と
な
る
べ
き
標
準
的
な
職
務
の
内
容
は
、
別
表
第
一
に

そ
の
分
類
の
基
準
と
な
る
べ
き
標
準
的
な
職
務
の
内
容
は
、
別
表

に

と
に
係
る
規
定
の
整
備

定
め
る
と
お
り
と
す
る
。

定
め
る
と
お
り
と
す
る
。

（
職
員
の
職
務
の
級
）

第
三
条

略

第
三
条

略

（
初
任
給
の
決
定
の
特
例
）

宮

城

丸

の

船

員

に

係

る

初

第
三
条
の
二

新
た
に
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
の
う
ち
宮
城
丸
に
乗

任

給

基

準

の

特

例

を

設

け

り
組
む
者
（
以
下
「
船
員
」
と
い
う
。
）
の
号
俸
は
、
別
表
第
二
に
よ
り

る
も
の
。

決
定
す
る
。

（
給
料
の
調
整
額
）

給

料

の

調

整

額

を

支

給

す

第
三
条
の
三

給
料
の
調
整
を
行
う
職
は
、
船
員
の
職
と
す
る
。

る

た

め

の

規

定

を

設

け

る

２

給
料
の
調
整
額
は
、
船
員
の
職
務
の
級
に
応
じ
て
規
程
別
表
第
五
の
二

も
の
。

に
掲
げ
る
調
整
基
本
額
（
そ
の
額
が
給
料
月
額
の
百
分
の
四
・
五
を
超
え

る
と
き
は
、
給
料
月
額
の
百
分
の
四
・
五
に
相
当
す
る
額
と
し
、
そ
の
額

に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
と
す

る
。
）
に
一
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
（
そ
の
額
が
給
料
月
額
の
百
分
の
二

十
五
を
超
え
る
と
き
は
、
給
料
月
額
の
百
分
の
二
十
五
に
相
当
す
る
額
）

と
す
る
。

第
四
条
及
び
第
五
条

略

第
四
条
及
び
第
五
条

略

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

別
表
（
第
二
条
関
係
）

略

略
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別
表
第
二
（
第
三
の
二
条
関
係
）

宮
城
丸
の
船
員
に
係
る
初

任

給

基

準

の

特

例

と

な

る

学

歴

初

任

給

級

・

号

俸

を

定

め

る

表

を

設
け
る
。

高
校
卒

一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で

中
学
卒

一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で

備
考

初
任
給
は
、
他
の
職
員
と
の
均
衡
を
考
慮
し
て
本
表
の
号
俸
の
範

囲
内
で
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
号
俸
に
よ
る
こ
と

が
著
し
く
不
適
当
と
認
め
ら
れ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
の
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
単
純
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則

（
以
下
「
改
正
後
規
則
」
と
い
う
。
）
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
二
十
五
号
俸
か
ら

二
級
二
十
八
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
九
号
俸
か
ら
二
級
十
二
号
俸
ま
で
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号

俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
二
十
七
号
俸
か
ら
二
級
三
十
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十
一
号
俸
か
ら
二
級
十
四
号
俸
ま
で
」
と
読
み

替
え
る
も
の
と
す
る
。

４

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号

俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
、
「
一
級
二
十
九
号
俸
か
ら
二
級
三
十
二
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十
三
号
俸
か
ら
二
級
十
六
号
俸
ま
で
」
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

５

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
規
則
別
表
第
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
初
任
給
の
欄
中
「
一
級
三
十
三
号
俸
か
ら
二
級
三
十
六
号

俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
、
「
一
級
三
十
一
号
俸
か
ら
二
級
三
十
四
号
俸
ま
で
」
と
、
「
一
級
十
七
号
俸
か
ら
二
級
二
十
号
俸
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
級
十
五
号
俸
か
ら
二
級
十
八
号
俸
ま
で
」
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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宮城県教育委員会に属する単純労務職員の

給与に関する規則の一部改正の概要

１ 改正理由

本県の船舶に乗り組む職員（以下 「船員」という ）に係る給与水， 。

準が，他の都道府県の比べて低いことから，宮城丸に乗船する船員の

。給与条件の改善を行うもの

２ 改正内容

以下の給与条件の改善を行うための規定の整備

・ （ （ ） （ ）初任給基準の改善 ５年間で 円 中卒 ・ 円 高卒11,900 16,400
の増）

・ （ ， ）給料の調整額の支給 給料と併せて 月 円～ 円支給9,150 14,700

３ 施行期日

令和３年４月１日
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第５号議案

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則の

一部改正について

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則（昭和３６年宮

城県教育委員会規則第２号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年３月２５日提出

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代

第５号議案 
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
旅
費
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
旅
費
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
宮
城
県
教
育
委
員
会

規
則
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
一
項
第
一
号
中
「
出
発
地
、
帰
着
地
又
は
目
的
地
が
次
に
掲
げ
る
地
域
の
い
ず
れ
か
に
存
す
る
場
合
で
あ

つ
て
、
」
を
削
り
、
「
古
川
駅
」
を
「
白
石
蔵
王
駅
、
古
川
駅
」
に
改
め
、
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

改
正
後
の
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
旅
費
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
規
則
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の

施
行
の
日
以
後
に
出
発
す
る
旅
行
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
出
発
し
た
旅
行
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。

－20－



宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
旅
費
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
新
旧
対
照
表

改

正

後

改

正

前

備

考

第
一
条
～
第
三
条
の
二

略

第
一
条
～
第
三
条
の
二

略

（
旅
費
の
計
算
の
特
例
）

第
四
条

条
例
第
七
条
た
だ
し
書
の
公
務
上
の
必
要
又
は
天
災
そ
の
他
や
む
を

第
四
条

条
例
第
七
条
た
だ
し
書
の
公
務
上
の
必
要
又
は
天
災
そ
の
他
や
む
を

県
内
に
お
い
て
新
幹
線
を
利

得
な
い
事
情
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

得
な
い
事
情
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
範
囲

一

一

出
発
地
、
帰
着
地
又
は
目
的
地
が
次
に
掲
げ
る
地
域
の
い
ず
れ
か
に
存

を
拡
大
す
る
。

最
も
経
済
的
な
通
常
の
経
路
及
び
方
法
が
鉄
道
（
全
国

す
る
場
合
で
あ
つ
て
、
最
も
経
済
的
な
通
常
の
経
路
及
び
方
法
が
鉄
道
（

新
幹
線
鉄
道
整
備
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
七
十
一
号
）
第
二
条
に
規

全
国
新
幹
線
鉄
道
整
備
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
七
十
一
号
）
第
二
条

定
す
る
新
幹
線
鉄
道
（
以
下
単
に
「
新
幹
線
鉄
道
」
と
い
う
。
）
を
除
く

に
規
定
す
る
新
幹
線
鉄
道
（
以
下
単
に
「
新
幹
線
鉄
道
」
と
い
う
。
）
を

。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
経
路
上
に
東
日
本
旅
客
鉄
道
株

除
く
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
経
路
上
に
東
日
本
旅
客
鉄

式
会
社
仙
台
駅
（
以
下
単
に
「
仙
台
駅
」
と
い
う
。
）
が
含
ま
れ
る
旅
行

道
株
式
会
社
仙
台
駅
（
以
下
単
に
「
仙
台
駅
」
と
い
う
。
）
が
含
ま
れ
る

区
間
に
お
い
て
旅
行
を
行
う
場
合
で
、
所
属
長
（
本
庁
に
あ
つ
て
は
所
属

旅
行
区
間
に
お
い
て
旅
行
を
行
う
場
合
で
、
所
属
長
（
本
庁
に
あ
つ
て
は

の
課
長
（
室
長
を
含
む
。
）
、
地
方
機
関
及
び
教
育
機
関
に
あ
つ
て
は
当

所
属
の
課
長
（
室
長
を
含
む
。
）
、
地
方
機
関
及
び
教
育
機
関
に
あ
つ
て

該
機
関
の
長
、
市
町
村
立
学
校
に
あ
つ
て
は
当
該
学
校
を
所
管
す
る
教
育

は
当
該
機
関
の
長
、
市
町
村
立
学
校
に
あ
つ
て
は
当
該
学
校
を
所
管
す
る

事
務
所
の
所
長
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
、
当
該
旅
行
の
日
程
等
を
考

教
育
事
務
所
の
所
長
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
、
当
該
旅
行
の
日
程
等

慮
し
て
、
東
日
本
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
白
石
蔵
王
駅
、
古
川
駅
、
く
り
こ

を
考
慮
し
て
、
東
日
本
旅
客
鉄
道
株
式
会
社

古
川
駅
、
く
り
こ

ま
高
原
駅
又
は
一
ノ
関
駅
と
仙
台
駅
と
の
間
に
お
い
て
新
幹
線
鉄
道
を
利

ま
高
原
駅
又
は
一
ノ
関
駅
と
仙
台
駅
と
の
間
に
お
い
て
新
幹
線
鉄
道
を
利

用
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
。

用
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
。

イ

大
崎
以
西
等
地
域
（
宮
城
県
大
崎
市
（
平
成
十
八
年
三
月
三
十
日
に

お
け
る
旧
志
田
郡
松
山
町
及
び
鹿
島
台
町
並
び
に
旧
遠
田
郡
田
尻
町
を

除
く
。
）
、
加
美
郡
及
び
平
成
十
七
年
三
月
三
十
一
日
に
お
け
る
旧
栗

原
郡
高
清
水
町
の
存
す
る
地
域
を
い
う
。
）

ロ

栗
原
市
内
地
域
（
宮
城
県
栗
原
市
（
平
成
十
七
年
三
月
三
十
一
日
に

お
け
る
旧
栗
原
郡
高
清
水
町
及
び
瀬
峰
町
を
除
く
。
）
の
存
す
る
地
域

を
い
う
。
）

ハ

気
仙
沼
市
内
地
域
（
宮
城
県
気
仙
沼
市
の
存
す
る
地
域
を
い
う
。
）

二

略

二

略
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三

略

三

略

２

略

２

略

第
五
条
以
降

略

第
五
条
以
降

略

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

改
正
後
の
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
旅
費
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
規
則
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
日
以
後
出
発
す
る
旅
行
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
出
発
し
た
旅
行
に

つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

－22－



 

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の

支給規則の一部改正についての概要

１ 改正理由

公務運営の効率的運用を図るため，出張において県内で新幹線を利

用することができる範囲を拡大するもの。

２ 改正内容

規則第４条第１号中の新幹線を利用可能とする市町村要件を削除す

る。

３ 施行期日

令和３年４月１日

－23－



 

 
 
第７号議案 
 
宮城県ライフル射撃場管理規則及び総合運動場条例施行規則の廃止について 

 
 
宮城県ライフル射撃場管理規則（昭和５７年宮城県教育委員会規則第７号）及び

総合運動場条例施行規則（平成１７年宮城県教育委員会規則第２１号）は廃止する。 
 
 
令和３年３月２５日提出 

 
 

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代 
 
 

第７号議案 

－28－



宮
城
県
ラ
イ
フ
ル
射
撃
場
管
理
規
則
及
び
総
合
運
動
場
条
例
施
行
規
則
を
廃
止
す
る
規
則

宮
城
県
ラ
イ
フ
ル
射
撃
場
管
理
規
則
（
昭
和
五
十
七
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
七
号
）
及
び
総
合
運
動
場
条
例
施
行
規
則

（
平
成
十
七
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
十
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

－29－



 

宮城県ライフル射撃場管理規則及び 

総合運動場条例施行規則の廃止の概要  

 

 

１ 廃止理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第１項の規定

に基づく職務権限の特例に関する条例が制定されたことにより，ス

ポーツに関する事務(学校における体育に関することを除く。)が，

教育委員会から知事部局へ移管されることとなった。 

これに伴い，ライフル射撃場条例及び総合運動場条例が知事部局

に移管されるため，関係する規則を廃止するもの。 

 

 

２ 施行期日 

  令和３年４月１日 
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第９号議案 
 

自然の家管理規則の一部改正について 
 
 
自然の家管理規則（平成１７年宮城県教育委員会規則第１６号）の一部を別紙の

とおり改正する。 
 
 
令和３年３月２５日提出 

 
 

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代     
 
 

第９号議案 
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自

然

の

家

管

理

規
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規
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。
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。
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。
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自
然
の
家
管
理
規
則
（
平
成
十
七
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
六
号
）
新
旧
対
照
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第
一
条
～
第
七
条 

略 

（
使
用
料
の
納
入
） 

第
八
条 

条
例
第
六
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
別
に
定
め
る
方
法
は
、
現
金
に 

 

よ
り
納
入
す
る
方
法
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る
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（
使
用
料
の
返
還
） 
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九
条 
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第
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だ
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規
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す
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用
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式
第
三
号
）
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所
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提
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の
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す
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自然の家管理規則の一部改正の概要 

 

 

１ 改正理由 

  自然の家条例（昭和５０年宮城県条例第４６号）において，使用料の納入時期

に関する規定が改正されたことに伴い，自然の家管理規則における関連規定を整

理するもの。 
 

 

２ 改正内容 

使用者による自然の家使用料の納入時期について，自然の家条例において，こ

れまで「使用しようとする日までに前納」と定められていた規定が，「使用した

日から３０日以内の納入」（後納）と改正されたことに伴い，自然の家管理規則

において前納を前提として定められている規定及び様式を削除するもの。 
また，その他所要の文言整理を行うもの。 

【改正：第８条，第９条，第１０条，様式第１号（第５条関係），様式第２号（第５条関係）， 

様式第４号（第９条関係），及び様式第５号（第１０条関係）関係】 

【削除：様式第３号（第８条関係）関係】 

 

 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

－45－



 

第１３号議案 

 

宮城県文化財保存活用大綱について 

 

 

宮城県文化財保存活用大綱について，文化財保護法（昭和２５年法律第２１４

号）第１８３条の２第１項の規定により，別冊のとおり策定する。 

 

 

令和３年３月２５日提出 

 

 

宮城県教育委員会教育長 伊 東 昭 代     
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宮城県文化財保存活用大綱について 

 

１ 策定の背景 

・文化財は，我が国の様々な時代背景の中で，人々の生活や風土との関わりにおいて生み出され，現

在まで守り伝えられてきた国民共有の財産である。 

・過疎化や少子高齢化などを背景に文化財の継承の基盤であるコミュニティーが脆弱化し，文化財の

滅失や散逸等の防止が喫緊の課題となっている。また，地域活性化に活用できる資源として，文化

財に求める期待も高まっている。 

▼ 

未指定の文化財を含めた有形・無形の文化財をまちづくり等の地域活性化に活かしつつ，文化財継承

の担い手を確保し，地域社会総掛かりで文化財の継承と活用に取組むことを目的として，平成30年６

月に文化財保護法が一部改正（平成31年４月施行） 

改正文化財保護法では，都道府県による域内の文化

財の総合的保存活用にかかる「大綱」策定，市町村によ

る都道府県の大綱を踏まえての同保存活用にかかる

「地域計画」策定が明記された。 

 

大綱：都道府県における文化財の保存・活用の基本的

な方針を明示するものであり，当該都道府県内におい

て各種の取組を進めていく上で共通の基盤となるもの 

 

地域計画：大綱を勘案しつつ，市町村において取り組

んでいく目標や取組の具体的な内容を記載した，市町

村における文化財の保存・活用に関するアクションプ

ラン 

▼ 

県教育委員会における文化財の保存と活用の基本的な方針を明示するため，また市町村による地域

計画策定を確実に推進するため，宮城県文化財保存活用大綱を策定。 

 

２ 大綱の内容 

宮城県文化財保存活用大綱の概要［Ａ３版］，宮城県文化財保存活用大綱 [冊子]のとおり。 

 

３ 策定の経過 

令和元年度 令和２年度 

８月  教育長から文化財保護審議会へ諮問 

９月  文化財保護審議会（骨子の審議） 

３月  市町村教育委員会へアンケート調査 

９月  文化財保護審議会（枠組と素案の審議） 

 市町村教育委員会へ意見照会 

11月  文化財保護審議会（案の審議） 

12月～１月 パブリックコメント実施 

２月  文化財保護審議会（最終案審議） 

     文化財保護審議会から教育長へ答申 

３月  大綱策定 

第１３号議案 参考資料１ 



文化財保存活用推進の視点

宮城県文化財保存活用大綱（案）の概要

文化財は，私たちの先祖が大切に守り伝

えてきたものであり，私たちが私たちの

子孫に引き継いでいかなければならない

もの。

「文化財保護制度と指定等文化財」「文化財の保存・活用体制」「文化財の調査」「文化財の管理・

防災」「文化財の保存・継承」「文化財の活用・普及啓発」６つの観点で整理

方針１ 文化財を守り育む土台をつくる
《地域で支える仕組みづくり》《文化財専門職員の継続的な確保と育成》《適材適所の人材支援》《関

係機関との連携強化》《社会変化などに応じた条例改正》《市町村地域計画などの策定促進》《文化財

関連計画の策定促進及び策定への参画》

方針２ 文化財を適切に理解する
《多様な視点を踏まえた文化財調査の実施》《文化財の網羅的な調査・把握》《個別文化財の調査の充

実》《的確な指定等の推進》《各文化財保存活用計画などの策定促進》《文化財の継続的な状況把握》

《関連部局との連携による文化財の面的な把握》

方針３ 文化財を循環型社会システムに組み込む
《社会活動・生涯学習と連動した保存継承機会の創出》《教育的意義を明確にした学校教育との連携》

《保存・活用にかかる資金の確保》《行政所有文化財及び収蔵展示施設の模範的な保存・活用》《普

及・活用手法の創出》《適切な修理・管理・保全の促進とそれら技術・技能の向上》《周辺環境も含め

た文化継承プログラムの構築》

方針４ 文化財の災害対応力を高める
《リスクの把握》《防災・減災の方針整備と体制整備》《防災意識向上に向けたソフト整備》《防災設

備をはじめとする予防策の充実》《初動体制の整備》《災害遺産の発掘》

大綱策定の背景と目的

文化財の保存・活用に関する現状と課題

① 人材の不足，体制の未整備

すべての観点において確認される課題。本格的な人口減少時代に備え，地域社会のなかで文化財

をどのような体制にて守り続けるかを検討する必要がある。

② 文化財に対する理解不足
地域への誇りと愛着を育む上で重要な役割を担っているはずの文化財が，地域住民の間で十分に

認知・共有されていない。

③ 社会・経済活動からの放置
地域の社会・経済活動から文化財が置き去りにされており，持続可能な保存活用が見込めない。

ゆえに予算も確保できない。

＋α 平時の延長としての防災
防災の必要性は理解しつつも平時の体制整備・理解促進・保存活用の延長上に災害時の対応があ

ることが徹底されていない。

主な課題

基本方針と施策展開

① 人口減少社会における文化財
地域の価値観や生活スタイルに寄り添った文化財の保存・活

用の積み上げが，人口減少社会に対応する力になる。

② 文化財の「存在価値」と「利用価値」
これまで守ってきた文化財の普遍的な価値（存在価値）だけ

でなく，今後は多様な活用に資する「利用価値」も広義の価値

と認識し，地域社会とのつながりを保っていく必要がある。

③ 文化財と関連分野との境域にある可能性
特に「利用価値」は，関連分野との境域に存在する。そこに

ある職能や人材を意識的に発掘するため，関係機関等との緊密

な連携強化が重要である。 文化財の価値と地域社会

文化財保護法で規定する文化財のほか，宮城県に

とって歴史的価値を有し，かつ次世代に継承すべき

ものも同等に取り扱う。

文化財単体のみならず，地域が文化財と有機的な

関係を築く場を，本大綱では「文化環境」と定義。

文化財が周辺環境・文化とともに成り立っているこ

と強く訴える。

本大綱で対象とするもの

◆文化財

◆文化環境

永続的な文化環境の維持と創出
－知って，活かして，伝える文化財－

基本理念

文化環境

文化

文化財

文化環境の概念図

人口減少や少子高齢化により，一部の指

定等文化財において継承基盤の脆弱化が

認められ，さらには未指定の文化財や文

化環境は失われつつあり，地域の歴史環

境は痩せ細りをみせているところもある。

これまでの文化財の保存と活用の取り

組みのなかで課題，東日本大震災等によ

る文化財を取り巻く状況の変化等を踏ま

え，中長期的観点からの文化財保護方針

を策定。

存在価値

利用価値

（教育） （福祉）

（まちづくり） （観光・産業）
文化財

持続可能な地域社会

文化財を「地域の個性」として適切に理

解し，活用し，継承することは，新しい

時代を創造することにもつながる。

基本理念の実現！

しかし…

よって…
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